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第１章 総則

（目的）

第１条 この達は、統合幕僚監部、統合幕僚学校及び自衛隊サイバー防衛隊にお

ける会計事務に必要な事項を定め、当該関係業務を適正かつ効率的に行うこ

とを目的とする。

（会計事務）

第２条 この達において、会計事務とは、次の各号に掲げる事務をいう。

(1) 予算の概算要求、執行及び決算に関すること。

(2) 支出負担行為の示達、執行及び報告に関すること。

(3) 歳入金の徴収、収納に関すること。

(4) 前渡資金の交付及び出納並びに保管に関すること。

(5) 計算証明に関すること。

（用語の定義）

第３条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

(1) 部長等 統合幕僚監部の部長、首席参事官、参事官、報道官、首席法

務官、首席後方補給官及び統合幕僚学校長をいう。

(2) 課長等 統合幕僚監部の課長、運用調整官、企画官、総括副報道官、

首席法務官付法務官、首席後方補給官付後方補給官及び統合幕僚学校企

画室長、課長、国際平和協力センター長並びに自衛隊サイバー防衛隊の

科長をいう。

(3) 歳入徴収官 防衛大臣の委任を受けて、歳入金の徴収を行う隊員をい

う。

(4) 官署支出官 防衛大臣の委任を受けて、支出負担行為の確認及び支出

の決定を行う隊員をいう。

(5) 支出負担行為担当官 防衛大臣の委任を受けて、支出負担行為を行う

隊員をいう（以下「支担官」という。）。

(6) 資金前渡官吏 統合幕僚長の任命を受けて、前渡資金の出納及び保管

を行う隊員をいう。

(7) 官署支出官等 官署支出官及び資金前渡官吏をいう。

(8) 契約担当官 統合幕僚長の任命を受けて、契約（支出負担行為による

ものを除く。）を行う隊員をいう。

(9) 支担官等 支出負担行為担当官及び契約担当官をいう。



(10) 出納員 統合幕僚長の任命を受けて、出納官吏（資金前渡官吏を含

む。）の行う現金の出納及び保管の事務を取り扱う隊員をいう。

(11) 代理官 統合幕僚長の任命又は防衛大臣の委任を受けて、会計職員の

行う事務を代理する隊員をいう。

(12) 金庫等 耐火金庫（以下「金庫」という。）及び手提げ金庫をいう。

第２章 会計機関

（指定官職及び事務の範囲）

第４条 統合幕僚監部及び自衛隊サイバー防衛隊における会計機関の指定官職及

び事務の範囲は、別表第１に定めるところによる。

第３章 予算

（概算要求資料の作成及び通知）

第５条 部長等は、統合幕僚監部概算要求資料（様式は、毎年度示す。）を作

成（部にあっては、課ごととする。）し、別に示す期限までに総務部長に通

知するものとする。

２ 総務部長は、前項の規定により通知された統合幕僚監部概算要求資料の内

容を検討して部長等と必要な調整を行い、予算を事項別及び科目別に整理し

て統合幕僚監部概算要求書（案）を作成し、統合幕僚長の承認を受けるもの

とする。

（概算要求書等の作成及び提出）

第６条 総務部長は、内部部局における統合幕僚監部概算要求書（案）の審議

の結果に基づいて統合幕僚監部概算要求書を作成し、統合幕僚長の承認を受

けるものとする。

（年度予算執行計画資料の作成及び提出）

第７条 部長等は、年度業務計画（案）に基づき統合幕僚監部年度予算執行計

画資料（様式は、毎年度示す。）を作成（部にあっては、課ごととする。）

し、別に示す期限までに総務部長に通知するものとする。

２ 総務部長は、前項の規定より通知された統合幕僚監部年度予算執行計画資

料の内容を検討して部長等と必要な調整を行い、統合幕僚監部年度予算執行

計画を作成し、毎会計年度開始３０日前までに統合幕僚長の承認を経て、防

衛大臣に提出するものとする。

第４章 給与

（給与担当職員）

第８条 統合幕僚長は、統合幕僚監部に関する俸給支給機関の長及び官署支出



官等が行う給与事務を補佐する給与担当職員を置くことができる。

（勤務状況管理者）

第９条 統合幕僚長は、防衛省職員給与簿規則（昭和３０年防衛庁訓令第１２

号。以下「防衛省職員給与簿規則」という。）第５条及び人事院規則９－５

第３条に基づく勤務状況管理者を指定し、同規則に定める業務を実施させる

ものとする。

２ 統合幕僚監部における勤務状況管理者は、次のとおりとする。

指定官職 管理の範囲

総務部総務課総務班長 統合幕僚長、統合幕僚副長、総括官及び
総務部に勤務する隊員（会計室勤務者を
除く。）

総務部総務課会計室長 総務部総務課会計室に勤務する隊員

運用部運用第１課総括班長 運用部に勤務する隊員

防衛計画部防衛課防衛班長 防衛計画部に勤務する隊員

指揮通信システム部指揮通信シ 指揮通信システム部に勤務する隊員
ステム企画課指揮通信システム
企画班長

首席参事官付総括班長 首席参事官に勤務する隊員

参事官付災害派遣・国民保護班 参事官に勤務する隊員
長

総括副報道官 報道官に勤務する隊員

首席法務官付法務班長 首席法務官に勤務する隊員

首席後方補給官付後方補給室長 首席後方補給官に勤務する隊員

統合幕僚学校総務課総務班長 統合幕僚学校に勤務する隊員（統合幕僚
学校国際平和協力センター勤務者を除
く。）

統合幕僚学校国際平和協力セン 統合幕僚学校国際平和協力センターに勤
ター総務グループ長 務する隊員

３ 自衛隊サイバー防衛隊司令は、防衛省職員給与簿規則第５条及び人事院規

則９－５第３条に基づく勤務状況管理者を指定し、同規則に定める業務を実



施させるものとする。

（勤務状況通知書及び給与計算資料の作成・送付）

第１０条 勤務状況管理者は、当月分の勤務状況通知書を作成し、当該月の終

了後速やかに総務部長（会計室長気付）に送付するものとする。

２ 総務部人事教育課長、統合幕僚学校総務課長及び自衛隊サイバー防衛隊司

令は、防衛省職員給与簿規則第９条に規定する給与計算に必要な人事関係資

料を、給与計算資料として別表第２に定める事項を文書により、その都度速

やかに総務部長（会計室長気付）に通知するものとする。

（扶養親族等の届出）

第１１条 統合幕僚監部及び統合幕僚学校の扶養親族届、住居届、通勤届及び

単身赴任届並びに児童手当認定請求は、統合幕僚監部の俸給支給機関の長に

届け出るものとする。

２ 自衛隊サイバー防衛隊の扶養親族届、住居届、通勤届及び単身赴任届並び

に児童手当認定請求は、自衛隊サイバー防衛隊の俸給支給機関の長に届け出

るものとする。

３ 俸給支給期間の長は、認定内容を総務部長（会計室長気付）に通知するも

のとする。

（管理職員特別勤務実績簿等）

第１２条 俸給支給機関の長は、指定職俸給表の適用を受ける職員又は特定管

理職員が管理職員特別勤務を行った場合は、その都度勤務状況管理者に管理

職員特別勤務実績簿（別紙様式第１）を記録させるものとする。

２ 勤務状況管理者は、前項の規定に基づき記録された管理職員特別勤務実績

簿に職務上の上級者及び俸給支給機関の長の確認を受けるものとする。

３ 勤務状況管理者は、各給与期間終了後、管理職員特別勤務実績簿に基づき、

当該職員ごとに管理職員特別手当勤務整理簿（別紙様式第２）に記載するも

のとする。

（臨時払等）

第１３条 防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３６８号）

第２条及び俸給支給機関の指定等に関する訓令（昭和３０年防衛庁訓令第９

号）第２条の２第１項各号のいずれかに該当する場合であって、給与の特別

払及び操上支給を受けようとする者は、給与臨時払等申請書（別紙様式第３）

に所要事項を記入し、統合幕僚監部及び統合幕僚学校については統合幕僚監

部総務部総務課総務班長及び統合幕僚学校総務課総務班長を経由して俸給支



給機関の長の承認を得た後、自衛隊サイバー防衛隊については俸給支給機関

の長の承認を得た後、速やかに総務部長（会計室長気付）に提出するものと

する。

第５章 旅費

（旅行命令権者の再委任）

第１４条 防衛省所管旅費取扱規則（平成１８年防衛庁訓令第１０９号）第３

条第２項の規定に基づく、旅行命令権者及び旅行命令権の範囲は、別表第３

のとおりとする。

（旅費担当職員の通知）

第１５条 部長等及び自衛隊サイバー防衛隊司令は、旅費業務を補佐させるた

め旅費担当職員を指定し、総務部長（会計室長気付）に通知するものとする。

（旅費担当職員の業務）

第１６条 旅費担当職員は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。

(1) 旅行命令簿の保管

(2) 旅費請求書の送付

(3) その他旅費の請求手続に関する事務

（旅費の請求手続）

第１７条 公務のために旅行（外国旅行及び赴任を除く。）を必要とする者は、

旅費請求書を作成し、所要の書類を添えて旅行命令権者の確認を受けたのち、

旅費担当職員に送付するものとする。

２ 移転料、着後手当及び扶養親族移転料を請求する場合は、次に掲げる書類

を提出しなければならない。

(1) 移転料等申請書（別紙様式第４）

(2) 住民票 ただし、概算払にかかる請求の場合を除く。

３ 旅行命令権者は、特に必要があると認めるときは、前項に定める書類のほ

か、移転等の事実を証する書類の提出を求めることができる。

（旅費担当職員に対する教育）

第１７条の２ 総務部総務課会計室長は、必要と認める場合は、旅費担当職員

に対する教育を実施するものとする。

第６章 債権管理

（債権発生通知書作成要領）

第１８条 債権の種類、債権発生通知義務者等は、次のとおりとする。



債権の
債権の内容 通知書作成者 通知義務者 通知の時期 通知先

種類

公務員 官舎の使用料 総務部総務課 統合幕僚長 ４月１日～ 特定分任歳
宿舎使 総務班長 ４月５日中 入徴収官
用料債 途入居の場
権 合は入居決

定の日

弁償金 出納管理・予 同上 同上 有償額が決 歳入徴収官
債権 算執行職員及 定したとき

び物品管理職
員の弁償金

物品の弁償金

被服の弁償金 有償額が決 特定分任歳
定裁定した 入徴収官
とき

不用物 支給被服の払 同上 同上 裁定書を受 特定分任歳
品売払 込金（手袋・ 領し又は払 入徴収官又
代債権 靴下） 込金額が決 は歳入徴収

定した日 官

不用物品の売 会計室契約係 契約担当官 契約が成立 歳入徴収官
払 長 した日

損害賠 不法行為を受 総務部総務課 統合幕僚長 和解契約書 同上
償金債 けた場合の損 総務班長 を手交した
権 害賠償金 とき

契約不履行に 会計室契約係 支出負担行 債権が確定 同上
よる賠償金 長 為担当官 したとき

第7章 金庫等の保管

（金庫等の保管）

第１９条 金庫の定位置は、総務部総務課会計室とし、手提げ金庫は金庫に保

管するものとする。

（職印、現金等の保管）

第２０条 職印は、職印箱に収納し、施錠のできる鋼製容器に保管するものと

する。

２ 次の各号に掲げるものは、手提げ金庫に収納して金庫に保管するものとす



る。

(1) 現金

(2) 小切手帳

(3) 国庫金振替書用紙

(4) 有価証券類

（金庫等の保管及び開閉等）

第２１条 金庫等の保管責任者は、会計室長とする。ただし、代理官がその事

務を代理で行っている場合は代理官とする。

２ 金庫の開閉は、経理係長自ら行うものとし、開閉責任者の官職及び氏名を

金庫の扉に表示するものとする。

（金庫等の鍵等の保管）

第２２条 金庫等の鍵及びダイヤル番号表は、経理係長が保管し、予備の鍵及

びダイヤル番号表は、経理・調達業務を所掌する管理者として会計室長が指

名する者が保管するものとする。

（非常の場合の措置）

第２３条 会計室長は、常に金庫の異常の有無に注意し、盗難亡失等を認めた

ときは、速やかに順序を経て統合幕僚長に報告しなければならない。

第８章 出納

（出納業務の独立）

第２４条 出納員は、現金、小切手又は振替書等を取り扱う事務に専従するも

のとする。

（出納時間）

第２５条 出納時間は、原則として０９００～１１３０及び１３００～１５０

０の間とする。

（現金輸送の措置）

第２６条 会計室長は、現金を輸送する場合には、官用車を使用するものとし、

輸送経路、金額等の秘匿に努めるとともに、事故防止に万全を期すものとす

る。

（私金立替）

第２７条 業務遂行上やむを得ず私金立替払を行う場合は、原則として事前に

支担官の承認を得るものとし、立替払後は立替者の銀行口座名を明記した私

金立替払請求書（別紙様式第５）に責任者の事実証明を受け、領収証書を添

付して速やかに支担官に提出するものとする。ただし、特別の事由により口



座振り込みの方法により難い場合は、私金立替払請求・領収書（別紙様式第

６）に同じく責任者の事実証明を受け、領収証書を添付して支担官に提出す

るものとする。

第９章 契約

（役務の調達要求）

第２８条 役務の調達要求を行うことができる者は、部長等及び自衛隊サイバ

ー防衛隊司令とする。ただし、自衛隊サイバー防衛隊司令は、自隊に関する

役務に限り、調達要求を行うことができる。

（調達要求要領等）

第２９条 分任物品管理官は、物品供用官から提出された物品の購入・修理に

かかる要求書を審査し、支担官に提出するものとする。

２ 部長等及び自衛隊サイバー防衛隊司令は、役務の要求書を作成し支担官に

提出するものとする。

３ 物品供用官又は部長等及び自衛隊サイバー防衛隊司令は、必要に応じ仕様

書を作成し要求書に添付するものとする。

（契約要求事項の審査）

第３０条 支担官等は、契約をしようとする場合は、その要求内容について、

法令等に定められている必要事項が明示されているか否か審査しなければな

らない。

２ 支担官等は、前項による審査の結果、次の各号の一に該当する場合は、要

求者にその是正を求めるものとする。

(1) 要求内容に不備があるとき。

(2) 規格、仕様、設計等が使用目的に適合しないと認められるとき。

(3) 予算の効率的、かつ適正な執行に関する配慮に欠けるとき。

（調達要求書等）

第３１条 支担官又は官署支出官等は、次の各号に掲げる調達要求書等に基づ

き契約又は支払を実施するものとし、要求を行う分任物品管理官、部長等及

び自衛隊サイバー防衛隊司令は当該予算が示達され次第、速やかに支担官又

は官署支出官等に送付するものとし、次の各号に掲げる要求は、当該各号に

定める書類によるものとする。

(1) 物品（図書）の購入 物品（図書）調達要求書（別紙様式第７）

(2) 役務の要求 役務調達要求書（別紙様式第８）

(3) 物品の修理 物品修理調達要求書（別紙様式第９）



(4) 会議費の使用 会議費使用伺（別紙様式第１０）

(5) 受講料等の使用 受講料等経費使用伺（別紙様式第１１）

(6) 部外講師の謝金 諸謝金使用伺（別紙様式第１２）

２ 当該規定にかかわらず、後納郵便料、電話料、診療委託費等の類で、支担

官等が調達要求書等を不要と認めたものについては、これを省略することが

できる。

（契約済通知）

第３２条 支担官は、契約締結後第１号に定める者に契約済通知書（別紙様式

第１３）を第２号に定める者に検査指令書（別紙様式第１４）を送付するも

のとし、契約が成立しなかった場合、調達不能通知書（別紙様式第１５）を

送付するものとする。ただし、契約書、請書及び見積書（以下「契約書等」

という。）に所要の事項を付記し契約済通知書に代えることができる。

(1) 物品の取得、修理、その他物品に関する役務については、分任物品管

理官（補給係長気付）

(2) 前号以外については、要求担当部長等

（検査官等の任免）

第３３条 支担官は、給付の完了の確認及び契約の適正な履行を確保するため

に、検査官及び監督官（以下「検査官等」という。）を任免するものとする。

２ 検査官等の任免は、部長等の指名又は指名取消に基づき支担官が行うもの

とする。

３ 部長等は、前項の指名に当たっては、検査業務に必要な知識・技能及び経

験を有する者の中から指名するものとする。

４ 第２項の指名は、支出負担行為担当官補助者指名通知書（別紙様式第１６）

により支担官に通知するものとする。

５ 支担官は、前項の通知に基づき、支出負担行為担当官補助者任命書（別紙

様式第１７）により任免を行うものとする。

６ 第４項及び第５項の規定は、検査官等の指名取消及び解任について準用す

る。この場合において、「指名」とあるのは「指名取消」と、「支出負担行

為担当官補助者指名通知書（別紙様式第１６）」とあるのは、「支出負担行

為担当官補助者指名取消通知書（別紙様式第１６）」と、「任命」とあるの

は「解任」と、「支出負担行為担当官補助者任命書（別紙様式第１７）」と

あるのは「支出負担行為担当官補助者解任書（別紙様式第１７）」と読み替

えるものとする。



（検査官等の指導監督等）

第３４条 支坦官は、当該契約事務及び必要事項に関して検査官等として不適

当な事実を発見した場合には、当該検査官等の所属する部長等に通報し、指

名の取消し等必要な処置を求めることができる。

第１０章 前渡資金

（預託）

第３５条 資金前渡官吏は、その保管する現金を原則として、最寄りの日本銀

行（本店、支店又は代理店をいう。以下同じ。）に預託しなければならない。

（現金手許保管高の制限）

第３６条 資金前渡官吏が常時手許に保管する現金は、５０万円以内とする。

２ 資金前渡官吏は、給与、退職手当及び旅費を現金で支払うべき日が取引銀

行の休業日に当たり、その前日に支払資金を準備する必要がある場合は、前

項の金額を超えて必要とする金額を手もとに保管することができる。

（支払等の決議）

第３７条 資金前渡官吏は、資金の交付、支払、回収及び相殺並びに預託金等

の引き出し及び返納をしようとするときは、その内容を明らかにしたそれぞ

れの決議書により決議するものとする。この場合、年度、資金前渡の目的に

合っているか、予算科目、金額等に誤りがないかを確認しなければならない。

（過年度支出）

第３８条 資金前渡官吏は、過年度に属する支払を要する場合は、過年度支出

申請書により官署支出官に申請し、その承認を受けなければならない。ただ

し、財政法(昭和２２年法律第３４号）第３５条第３項ただし書の規定によ

る財務大臣の指定する経費は、承認があったものとみなして、支払を行い、

過年度支出報告書を官署支出官に提出するものとする。

（帳簿）

第３９条 資金前渡官吏は、現金出納簿のほか、次の各号に定める帳簿を備え

必要な事項を記帳するものとする。

(1) 前渡資金整理簿

(2) 小切手（国庫金振替書）整理簿

（委任事項）

第４０条 支担官の行う契約に必要な、入札及び契約心得、一般契約条項及び

特約条項並びに契約の適正な履行を確保するために必要な監督・検査実施要

領は、支担官の定めるところによる。



附 則

この達は、平成２０年３月２６日から施行する。

附 則（平成２５年８月１日 自衛隊統合達第１３号）

この達は、平成２５年８月１日から施行する。

附 則（平成２６年３月２６日 自衛隊統合達第１１号）

この達は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年１０月１日 自衛隊統合達第２６号）

この達は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（平成２８年８月２５日 自衛隊統合達第８号）

この達は、平成２８年９月１日から施行する。

附 則（平成２９年３月２７日 自衛隊統合達第４号）

この達は、平成２９年３月２７日から施行する。

附 則（平成３０年３月３０日自衛隊統合達第１９号）

この達は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則（令和元年６月２４日自衛隊統合達第３号）

この達は、令和元年７月１日から施行する。

附 則（令和２年６月２６日自衛隊統合達第５号）

この達は、令和２年７月１日から施行する。

附 則（令和２年１２月２５日自衛隊統合達第１２号）

この達は、令和２年１２月２５日から施行する。

附 則（令和４年 ３月１６日自衛隊統合達第２号）

この達は、令和４年 ３月１７日から施行する。



別紙様式第１(第１２条関係)

管 理 職 員 特 別 勤 務 実 績 簿

(令和 年度) 所 属：

勤 務 管理職 開始時刻 休憩 実 働 勤務を要しない日の 確 認 欄
年 月 官職 階級 手 当 氏 名 勤務の内容 振替え又は半日勤務
日 種 別 終了時刻 時間 時間数 時間の割振り変更が 本人 職務上の 勤務状況 俸 給 支 給機

行えなかった理由 上級者 管理者 関の長



別紙様式第２(第１２条関係)

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 整 理 簿

(令和 年度)

管 理 職 手
所 属 官 職 階級 (級) 氏 名

当 種 別

勤務回数 管 理 職 員 特 別
給 与 期 間 勤務状況管理者

6時間超 6時間以下 勤 務 手 当 の 額 の確認

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円

年 月 回 回 円



別紙様式第３(第１３条関係)

給 与 臨 時 払 等 申 請 書

所 属 階級(級) 氏 名

下記のとおり、特別払(繰上支給)を申請します。

令和 年 月 日

申 請 事 項 令和 年 月 日～令和 年 月 日又は月分給与

申 請 理 由

支払希望年月日 令和 年 月 日

令和年月日 承 俸給支給機関の長

階 級 総務班長 部長等

認 氏 名

令和年月日 受 総務部長

階 級

理 氏 名

備考： 自衛隊サイバー防衛隊については総務班長を第１科長、部長等を隊本部勤務者に

おいては科長、その他の勤務者においては隊長と読み替える。



別紙様式第４(第１７条関係)

旅行命令権者

殿

概算
移 転 料 等 申 請 書

精算

勤務状況 旧(新)
旅行命令権者の確認 管理者の 赴任発令番号(日付) 所属部隊等

確認

移 転 者 (扶 養 親 族) 等 の 内 容

旧 住 所 新 住 所
氏 名 続柄 生年月日

住 所 最寄駅 住 所 最寄駅 区 分 移転(予定)月日

備 考 : 区分欄は、自宅、官舎、借家、借間、組合住宅、営内の別を記入する。ただし、親族等が
現に居住している借家等に新住所を設定する場合は、借家の例により記入する。

上記のとおり申請する。

令和 年 月 日 所属 階級 氏 名



別紙様式第５(第２７条関係)

私 金 立 替 払 請 求 書

令和 年 月 日

殿

所 属

階 級

氏 名

下記のとおり請求します。

￥

理 由

上記は事実であることを証明します。

令和 年 月 日

所属

階級

氏名

銀 行 名 銀行 支店

口 座 名

種 別 普 通 ・ 当 座

口 座 番 号



別紙様式第６(第２７条関係)

私 金 立 替 払 請 求 ・ 領 収 書

令和 年 月 日

殿

所 属

階級氏名

下記のとおり請求します。

￥

理 由

上記は事実であることを証明します。

令和 年 月 日

所 属

階級氏名

令和 年 月 日

殿

上記の金額を領収しました。

所 属

階級氏名



別紙様式第７（第３１条関係）

単位 数　量 単　価 金額

備考：１　自衛隊サイバー防衛隊については課長等を自衛隊サイバー防衛隊司令と読み替える。
　　　２　用紙は、日本産業規格Ａ列４番とする。

 調達要求番号：

             令和　　  年　　 月　 　日

物 品（図書）調 達 要 求 書

支出負担行為担当官　殿

分任物品管理官

令和　　年 　月　 日

調　　達　　要　　求　　元

課 長 等 物 品 供 用 官 予 算 担 当 者 担　 当　 者

項 事　　項

予算科目 目の細分

費　  途 予算額(計画額)

物品整理区分 品　　　　名 規　　　　格 備　考

納入場所等

A　・　B　・　C　･　D

分
任
物
品
管
理
官

予

算

Gp

経
理
･
調
達
Gp

補
　
給
　
係

受
　
　
付

要
　
　
求

令和　　年 　月　 日

使用目的
（事業名）

希望納期等

第　　　　　　　　号



別紙様式第８（第３１条関係）

会計室長 補 給 係 予算担当

備　考

備考：１　自衛隊サイバー防衛隊については部長等を自衛隊サイバー防衛隊司令と読み替える。
　　　２　用紙は、日本産業規格Ａ列４番とする。

経理･調達
Gp

部 長 等 課 長 等 班 長 等

 調達要求番号：

             令和　　  年　　 月　 　日

役　務　調　達　要　求　書

　支出負担行為担当官　殿

部　　長　　等　

担当者所属 　氏名予 算 Gp

（　ＴＥＬ　　　　　　　　）

項 　 事　　項

予算科目 目の細分

費　　途 予算額(計画額)

金　　　額品　　　　名 規　　　格 単位 数　量 単　　価

使用目的
（事業名）

希望納期等

納入場所等

A　・　B　・　C　･　D



別紙様式第９（第３１条関係）

単位 数　量 単　価 金　　額 備　考

備考：用紙は、日本産業規格Ａ列４番とする。

 調達要求番号：

             令和　　  年　　 月　 　日

物 品 修 理 調 達 要 求 書

支出負担行為担当官　殿

分任物品管理官

令和　　年 　月　 日

調　　達　　要　　求　　元

課 長 等 物 品 供 用 官 予 算 担 当 者 担　 当　 者

分
任
物
品
管
理
官

予

算

Gp

経
理
･
調
達
Gp

補
　
給
　
係

受
　
　
付

要
　
　
求

令和　　年 　月　 日

項 事　　項

予算科目 目の細分

費　  途 予算額(計画額)

物品整理区分 品　　　　名 規　　　　格

第　　　　　　　　号

使用目的
（事業名）

希望納期等

納入場所等

A　・　B　・　C　･　D



別紙様式第１０(第３１条関係)

会 議 費 使 用 伺

要求年月日
要求部等名

総務部長 総務課長 会計室長 予算係 課長等 総務(括)班長等 担当者

会 議 の 名 称
又 は 目 的

実 施 時 期 実施場所

参 加 者

内 訳 品 名 単位 数量 単価 金額

備考： 自衛隊サイバー防衛隊（仮称）については課長等を自衛隊サイバー
防衛隊（仮称）司令、総務(括)班長等を科長及び隊長、要求部等名は部隊
名と読み替える。



別紙様式第１１(第３１条関係)

受 講 料 等 経 費 使 用 伺

会計室長 予算係

部長等 課長等 合 議 担当者

要求年月日

要求部等名

目 的

時 期

場 所

支 払 先

住所・氏名

項 事 項
予 算

予算科目 目の細分

根拠命令等

金 額

支 払 方 法 確 定 払 前 金 払 立 替 払

備考： 自衛隊サイバー防衛隊については部長等を自衛隊サイバー防衛隊司令、
課長等を科長及び隊長、要求部等名は部隊名と読み替える。



別紙様式第１２(第３１条関係)

諸 謝 金 使 用 伺

会計室長 予算係

部長等 課長等 合 議 担当者

要求年月日

要求部等名

時 期

使用内訳 件 名

金 額

相 手 方

住所、氏名

職業格付

備 考

備考： 自衛隊サイバー防衛隊については部長等を自衛隊サイバー防衛隊司
令、課長等を科長及び隊長、要求部等名は部隊名と読み替える。



第 号

　　　　　　　　　　　殿
東京都新宿区市谷本村町５－１

防衛省統合幕僚監部

契約相手方 支出負担行為担当官　

下記のとおり契約したので通知する。 （TEL　03（3268）3111　内線30155）

金
　
額

契
　
約

費
税
額

う
ち
消

納
　
期

納
　
地

科
　
目

支
　
出

求
番
号

調
達
要

種
　
類

検
査
の

数　量 単　　価物  品  番  号 品　　　　　　　名 規　　　　　　　格 単　位 金　　　　　　　額 備　　　考

￥○○○○ ￥○○ 令和　　年　　月　　日 ○○○○

別紙様式第１３（第３２条関係）

契 約 年 月 日 ： 令和　　年　　月　　日

契 約 番 号 ：

契 約 済 通 知 書



第 号

検　　査　　官　　　殿
東京都新宿区市谷本村町５－１

防衛省統合幕僚監部

契約相手方 支出負担行為担当官　

下記のとおり検査（監督）を指令する。 （TEL　03（3268）3111　内線30155）

金
　
額

契
　
約

費
税
額

う
ち
消
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￥○○○○ ￥○○ 令和　　年　　月　　日 ○○○○

別紙様式第１４（第３２条関係）

契 約 年 月 日 ： 令和　　年　　月　　日

契 約 番 号 ：



　　　　　　殿

支出負担行為担当官

統合幕僚監部総務部総務課

会　計　室　長　　

調達要求番号

要求件名

要求年月日

要求金額

入札年月日

契約不能の理由

　以下の要求は、調達不能となったので通知する。

別紙様式第１５（第３２条関係）

令 和 年 月 日

不 能 通 知 第 号

調　達　不　能　通　知



別紙様式第１６(第３３条関係)

令和 年 月 日

統合幕僚監部
支出負担行為担当官 殿

部長等

支出負担行為担当官補助者指名・指名取消通知書

標記について、別紙のとおり通知する。

添付書類：別紙



付紙

別紙

官名又 ふりがな 事務の 指名・任命 指名取消・
所 属 備 考

は階級 氏 名 範 囲 年 月 日 解任年月日

備考： 自衛隊サイバー防衛隊については部長等を自衛隊サイバー防衛隊司令
と読み替える。



別紙様式第１７(第３３条関係)

支出負担行為担当官補助者任命・解任書

令和 年 月 日

殿

支出負担行為担当官
統合幕僚監部総務部総務課
会計室長

支出負担行為担当官補助者の任命・解任について（通知）

標記について、指名・指名取消通知のあった別紙記載の職員を支出負担行為担当官
補助者任命・解任書のとおり任命・解任したので、本人に伝達されたく通知する。

別 紙 の 各 位

支出負担行為担当官
統合幕僚監部総務部総務課
会計室長

支出負担行為担当官補助者任命・解任書

別紙のとおり予算執行職員等の責任に関する法律（昭和25年法律第172号）第２条第１項
第12号による補助者に任命・を解任する。

添付書類：別紙



付紙

別紙

官名又 ふりがな 事務の 指名・任命 指名取消・
所 属 備 考

は階級 氏 名 範 囲 年 月 日 解任年月日



別表第１(第４条関係)

会計機関の指定官職及び事務の範囲

1 歳入徴収官

官職
事務の範囲

歳入徴収官 歳入徴収官代理

統合幕僚監部総務部長 統合幕僚監部総務部総務課長 統合幕僚監部に係る防衛省主管一般会
計歳入の徴収及び当該歳入金に係る債
権の管理に関する事務

2 官署支出官

官職
事務の範囲

官署支出官 官署支出官代理

統合幕僚監部総務部長 統合幕僚監部総務部総務課長 統合幕僚監部の所掌に属する防衛省所
管一般会計の歳出の支出に関する事務
のうち、予算決算及び会計令（昭和２２
年勅令第１６５号）第４０条第１項第
１号に規定する支出の決定に関する事
務及び当該歳出の金額に戻入する返納
金に係る債権の管理に関する事務

3 支出負担行為担当官

官職
事務の範囲

支出負担行為担当官 支出負担行為担当官代理

統合幕僚監部総務部 統合幕僚監部総務部長 統合幕僚監部に係る防衛省所管一般会
会計室長 計歳出予算に基づく支出負担行為に関

する事務

4 資金前渡官吏

官職
事務の範囲

資金前渡官吏 資金前渡官吏代理

統合幕僚監部総務部 統合幕僚監部総務部 統合幕僚監部における前渡資金(予算決
総務課会計室経理係長 総務課会計室長 算及び会計令第51条第1項第4号、第6号

及び第8号の2並びに予算決算及び会計
令臨時特例第1条第1項第3号の経費)の
出納保管に関する事務及び当該前渡資
金に戻入する返納金に係る債権の管理
に関する事務



5 契約担当官

官職
事務の範囲

契約担当官 契約担当官代理

統合幕僚監部総務部 統合幕僚監部総務部長 統合幕僚監部の歳入原因に係る契約及
総務課会計室長 び前渡資金の支払に係る契約に関する

事務

6 特定分任歳入徴収官

官職
事務の範囲

特定分任歳入徴収官 特定分任歳入徴収官代理

統合幕僚監部総務部 統合幕僚監部総務部 統合幕僚監部の所掌事務のうち防衛省
総務課会計室経理係長 総務課会計室長 の職員の給与等に関する法律施行令(昭

和27年政令第368号)第15条第2項第17条
の2第2項若しくは同条第4項の規定によ
り控除する食事代、弁償金若しくは払
込金額に係る債権又は国家公務員宿舎
法(昭和24年法律第117号)第15条第3項
の規定により控除する使用料に相当す
る金額に係る債権(当該被控除者が他の
部隊等に異動した場合にはその異動先
の部隊等の歳入徴収官等に当該債権の
管理を引継ぐものとし、他の部隊等か
ら当該部隊等に転属した者に係る前記
債権で他の部隊等所属の歳入徴収官等
から引継ぎを受けたものを含む。)の管
理に関する事務

7 出納員

任命権者 設置機関 官職等 事務の範囲

統合幕僚長 統合幕僚監部 統合幕僚長の指定する者 当該組織の給与、旅費
及び児童手当の出納保

統合幕僚学校 統合幕僚学校総務課総務 管に関する事務
班会計係長

自衛隊サイバー防衛隊） 自衛隊サイバー防衛隊
司令の指定する者



別表第２(第１０条関係)

給 与 計 算 資 料

番号 区 分 通 知 事 項

発令事項、入隊前の住所及び職業の有無、退職
１ 任免事項

後の帰住先

補職、配置指定、入校、教育入
２ 発令事項 、原隊復帰の旨及びその年月日

隊部隊研修等に関する事項

発令事項、休職中及び帰郷先の住所、帰郷（隊）
３ 休職及び帰郷療養に関する事項

年月日

４ 昇任及び昇給に関する事項 発令事項

５ 懲戒処分に関する事項 懲戒処分事項

６ 営外居住に関する事項 発令事項

７ 落下傘降下等に関する事項 落下傘降下の実施等

その他給与計算及び支払につい
８

て必要な事項



別表第３(第１４条関係)

旅行命令権者及びその命令権の範囲

旅行命令権者 旅行命令を受ける職員

統合幕僚長
統合幕僚長、外国旅行をする隊員

統合幕僚副長、総括官、部長等（統合幕僚学校長を除く。）及

び一般の旅行依頼

部 長 部に勤務する隊員（部長を除く。）

統

合 首席参事官 首席参事官に勤務する隊員（首席参事官を除く。）

参事官 参事官に勤務する隊員（参事官を除く。）

幕

僚 報道官 報道官に勤務する隊員（報道官を除く。）

監

部 首席法務官 首席法務官に勤務する隊員（首席法務官を除く。）

首席後方補給官 首席後方補給官に勤務する隊員（首席後方補給官を除く。）

統合幕僚学校長 統合幕僚学校に勤務する隊員及び一般の旅行依頼

自衛隊サイバー防衛隊司令 自衛隊サイバー防衛隊に勤務する隊員及び一般の旅行依頼


